
＜月次運用レポート＞ 2026年7月31日現在

　設定来の基準価額の推移
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純資産総額（右軸）

分配金再投資基準価額（左軸）

基準価額（左軸）

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.21％(税抜1.10％)の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 ▲ 1.28% 1.72% 4.36% 16.73% 30.55% 150.96%

東証株価指数（TOPIX）
（配当込み）

0.22% 7.59% 13.57% 39.16% 84.94% 356.94%

FTSE世界国債インデックス
（ヘッジなし・円ベース）

▲ 2.24% ▲ 0.93% 2.25% 8.18% 21.13% 102.54%

東証REIT指数（配当込み） 2.99% ▲ 0.40% ▲ 4.19% 4.42% 13.65% 206.37%

三重県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合

三重県応援ファンド（以下、「当ファンド」といいます。）の開発は、ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社のみにより行われ

ています。London Stock Exchange Group plcおよびそのグループ会社(以下、総称して「LSEグループ」といいま

す。)は、いかなる形においても、当ファンドとの関係を有さず、またスポンサー、保証、販売もしくは販売促進を行うもので

はありません。FTSE Russellは、特定のLSEグループ会社の取引名です。

FTSE世界国債インデックス（ヘッジなし・円ベース）（以下、「本指数」といいます。）にかかるすべての権利は、指数を保有す

る該当LSEグループ会社に帰属します。「FTSE®」は、該当するLSEグループ会社の商標であり、ライセンス契約に基づき、

他のあらゆるLSEグループ会社が使用します。

本指数は、FTSE International Limited、FTSE Fixed Income, LLCまたはその関連会社、代理人もしくはパート

ナーによって、またはこれらからの委託を受けて算出されています。LSEグループは、(a)本指数の使用、本指数への依拠

もしくは本指数の誤り、または(b)当ファンドへの投資もしくはその運用から生じる、いかなるものに対する責任も負うもの

ではありません。LSEグループは、当ファンドから得られる結果、またはＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社による提供

の目的に対する本指数の適切性のいずれについても、主張、予想、保証、表明を行わないものとします。

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

FTSE世界国債インデックス（ヘッジなし・円ベース）の騰落率は、当該日前営業日の現地終値を基に算出

しております。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※東証株価指数（TOPIX）（配当込み）、FTSE世界国債インデックス（ヘッジなし・円ベース）、

東証REIT指数（配当込み）は参考指数であり、当ファンドのベンチマークではありません。

※東証株価指数（TOPIX）（配当込み）およびFTSE世界国債インデックス（ヘッジなし・円ベース）の騰落率は、

Bloomberg、東証REIT指数（配当込み）は野村総合研究所のデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメント

が算出しております。

※当ファンドは、各マザーファンドに分散投資しますので、各参考指数の動きと基準価額の動きは必ずしも

一致するものではありません。

※配当込みTOPIX（以下、「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証株価指数

（TOPIX）（配当込み）に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の

知的財産です。

※配当込み東証REIT指数（以下、「東証REIT指数（配当込み）」）の指数値及び東証REIT指数（配当込み）に

係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の知的財産です。

 基準価額 10,580 円

 純資産総額 20.7 億円

※基準価額は1万口当たりです。

　分配金（税引前）の推移

2025/07/22 25 円

2025/10/20 25 円

2026/01/20 2,000 円

2026/04/20 25 円

2026/07/21 25 円

設定来合計 8,310 円

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が

変わる場合、或いは分配金が支払

われない場合があります。

　ポートフォリオ構成比率
株式 26.3%

(内国内株式） (26.3%)

(内外国株式） (0.0%)

(内先物） (0.0%)

公社債 45.1%

（内国内公社債） (1.8%)

（内外国公社債） (43.3%)

(内先物） (0.0%)

国内不動産投信 24.2%

短期金融商品その他 4.4%

マザーファンド組入状況

26.8%

内外債券マザーファンド 46.7%

Jリート・マザーファンド 25.5%

三重県関連株マザーファンド

※マザーファンドを通じた実質比率です

（マザーファンドの組入比率を除く）。

小数点第2位を四捨五入しておりますので、

合計が100%にならない場合があります。

お知らせがありますので

巻末をご覧ください。

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（1/10）  551368
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　ファンドの組入状況

  ＜三重県応援ファンドの実質組入比率＞ 　＜内外債券マザーファンドのポートフォリオの内訳＞

　

三重県

関連株式

26.3%

内外債券

45.1%

Jリート

24.2%

短期金融商

品

その他

4.4%

戦略Ⅰ: 三重県に本社または本店がある企業を

投資対象とし、株式時価総額を勘案して

ポートフォリオを構築します。

戦略Ⅱ: 三重県に工場、店舗等がある企業を投資

対象とし、株式時価総額、配当利回りを勘

案して、ポートフォリオを構築します。

日本国債

3.9%

米国債

47.4%

イギリス国債

24.3%

オーストラリ

ア国債

8.8%

カナダ国債

3.9%

イタリア国債

3.0%

ドイツ国債

2.9%

フランス国債

2.1%

スペイン国債

0.4%
短期金融商

品・その他

3.3%

※比率は、三重県関連株マザーファンドの純資産総額に対する比率です。

※比率は、Jリート・マザーファンドの純資産総額に対する比率です。

※実質組入比率はマザーファンドを通じた組入比率であり、三重県応援

ファンドの純資産総額に対する比率です。四捨五入しておりますので、

合計が100％にならない場合があります。

※比率は、内外債券マザーファンドの純資産総額に対する

比率です。四捨五入しておりますので、合計が100％にならな

い場合があります。

＜三重県関連株マザーファンドの組入上位銘柄＞

銘　柄 比率 銘　柄 比率

百五銀行 4.1% パナソニック　ホールディングス 4.8%

三十三フィナンシャルグループ 3.9% 京セラ 3.4%

ジャパンマテリアル 2.4% 住友電気工業 3.4%

三重交通グループホールディングス 1.7% フジクラ 3.1%

日本トランスシティ 1.5% 本田技研工業 3.0%

太陽化学 1.2% 旭化成 2.8%

井村屋グループ 0.8% 富士電機 2.6%

柿安本店 0.8% ＴＨＫ 2.5%

グリーンズ 0.8% 荏原製作所 2.5%

東名 0.7% デンソー 2.5%

戦略Ⅰ 戦略Ⅱ

＜Jリート・マザーファンドの組入上位銘柄＞

銘　柄 比率

日本ビルファンド投資法人 7.5%

ジャパンリアルエステイト投資法人 6.7%

日本都市ファンド投資法人 5.4%

ＧＬＰ投資法人 4.7%

野村不動産マスターファンド投資法人 4.2%

大和ハウスリート投資法人 3.8%

日本プロロジスリート投資法人 3.8%

ＫＤＸ不動産投資法人 3.8%

オリックス不動産投資法人 3.2%

ユナイテッド・アーバン投資法人 2.9%

三重県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（2/10）  551368
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　投資環境

　ファンドマネージャーのコメント
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「三重県応援ファンド」

各マザーファンド受益証券への投資比率は､「三重県関連株マザーファンド」に概ね25％程度､「内外債券マザーファンド」に50％未満、

「Jリート・マザーファンド」に概ね25％程度の投資を行うことを基本としています。当月はファンドの資金変動に対応して、各マザーファ

ンド受益証券の投資割合を調整しました。また、当ファンドは7月21日に決算を迎え、1万口当たり25円（税引前）の収益分配を行いまし

た。

「三重県関連株マザーファンド」

7月の国内株式市場は上値の重い展開となり、市場全体の値動きを表す東証株価指数（TOPIX）は4,000ポイントを挟んでもみ合う

動きが続きました。クラウドサービスを大規模に展開する米国企業による巨額のAI関連投資に対して投資負担の増加を懸念する見方が

広がったことなどから、国内株式市場でもAI・半導体関連銘柄が大きく下落し、同関連銘柄の構成比が高い日経平均株価は下落しました。

また、AI・半導体関連銘柄の値下がりを受けて時価総額上位企業の順位は目まぐるしく変化し、7月末時点ではトヨタが日本最大の時価

総額企業に返り咲きました。当ファンドの運用につきましては、運用方針に則り、三重県関連銘柄へ投資し、組入比率は高位で推移させま

した。

「内外債券マザーファンド」

7月の投資対象国の債券市場では、米国とイランの戦闘再開を受けた原油価格の上昇によりインフレ懸念が再燃し、利回りが上昇（価格

は下落）しました。為替市場では、円安が先行しましたが、日本政府・日銀の為替介入を受けて円が買い戻されました。月間では円が投資

通貨に対してまちまちな動きとなりました。当期間中は、米国債の銘柄入替および一部売却を行いました。

「Jリート・マザーファンド」

7月のJリート市場は上昇しました。国内株式市場ではこれまで相場をけん引してきたAI・半導体関連銘柄が下落する一方、相対的に出

遅れていた銘柄に資金が向かいました。このような環境下、これまで軟調な推移を余儀なくされていたJリート市場は、相対的に高い利回

りや安定的な業績が改めて見直されたことなどから、買いが優勢となりました。国債利回りが高水準ながらもおおむね横ばい圏で推移し

たことも相場を下支えしました。当ファンドの運用につきましては、保有物件の賃料増額に加速感が見られるオフィス特化型リートについ

て、市場全体の構成比と比較して高めの比率での投資を継続しました。

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

三重県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合

※「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」、「FTSE世界国債インデックス

（ヘッジなし・円ベース）」、「東証REIT指数（配当込み）」は参考指数であり、

当ファンドのベンチマークではありません。

※データはファンド設定日の前営業日から当レポートの基準日までを掲載

しております。

（出所：Bloombergおよび野村総合研究所のデータよりＳＢＩ岡三アセットマネジメント作成）

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（3/10）  551368



　ファンド情報

設　定　日 2005年9月22日

償　還　日 原則として無期限

決　算　日 毎年1月、4月、7月、10月の各月の20日(休業日の場合は翌営業日)

　ファンドの特色（1）

三重県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（4/10）  551368



　ファンドの特色（2）

三重県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合
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　投資リスク（1）

三重県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合
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　投資リスク（2）

三重県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合
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　お申込みメモ

三重県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合
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　ファンドの費用

三重県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合
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　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。

三重県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合

　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説明書
（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますようお
願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

松井証券株式会社 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

（登録金融機関）

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引
業者：マネックス証券株式会社）

関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社三十三銀行 東海財務局長（登金）第16号 ○

商号 登録番号

加入協会

※株式会社ＳＢＩ証券は、一般社団法人日本STO協会にも加入しております。

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（10/10）  551368



2026 年 8 月 
投資者の皆さまへ 

 
SBI 岡三アセットマネジメント株式会社 

 
「三重県応援ファンド」 

月次運用レポートの掲載内容の見直しについて 
 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 
平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 
さて、弊社投資信託「三重県応援ファンド」の月次運用レポートにつきまして、下記の通り、

掲載内容の見直しを行いますのでお知らせいたします。 
 

敬具 
記 

①見直し内容 
P1 ポートフォリオ構成比率をマザーファンド組入状況のみに変更いたします。 
P2 三重県応援ファンドの実質組入比率の円グラフを削除いたします。 
P2 内外債券マザーファンドの組入状況を円グラフから表に変更いたします。 
P2 三重県関連株マザーファンドの組入上位銘柄を組入上位 10 銘柄に変更し、業種を追加い

たします。 
 
②見直しを行う理由 

原則、組入上位銘柄については資産ごとに組入上位 10 銘柄を掲載する当社月次運用レポート標
準フォーマットに変更いたします。一方、株式については各銘柄の業種を追加することで、個別
銘柄の掲載情報の拡充を図ります。 

また、月次運用レポート全体の視認性を高め、ファンドの運用状況および投資成果に関する主要な情
報を確認しやすい構成とすることを目的として、掲載内容および掲載形式を整理いたします。 

なお、本件は月次運用レポートの掲載内容および掲載形式を整理するものであり、当ファンド
の運用方針、運用プロセス、リスク特性等に変更はございません。 
 
③見直しを行う時期 

2026 年 8 月末基準（2026 年 9 月発行分）より 
 

 
以上 




